
＜アンケート実施概要＞ 　
実施時期：2006年7月
実施対象：協会正会員・外食企業400社
回答社数：103社（店舗数：約30,000店舗）
調査方法：郵送アンケート用紙への記入回答 
 

社団法人日本フードサービス協会
副会長／広報調査委員長　玉置泰

外食産業の雇用状況について（JFアンケート調査結果より） 

社団法人日本フードサービス協会（略称：ＪＦ　会長：米濵和英　本部： 東京都港区 ）では、最近の外食産業における雇用状況等を把握するため、

協会加盟の外食企業を対象にアンケート調査を実施、その結果を取りまとめました。  

昨今の人手不足感は、外食産業でも顕著であり、企業が採用希望する従業者数（正社員およびパートも含め）に対して実際に雇用できている人数は

８割程度にとどまり、約２割の働き手が不足しているという状況となっています。

労働集約型産業である外食産業の支え手はパート・アルバイト。従業者の中に占めるパート・アルバイトの割合は、 

全体で９１．１％と９割を超えており、パート化率の高さが改めて確認されました。

また、外国人労働者の雇用状況では、７７％の企業が外国人を従業者として雇っており、

外食産業で働く全従業者の中で占める外国人の割合は２．２％となっています。 
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人手不足拡がる　従業者の充足率は８割強にとどまる

パート化率は９１．１％と９割を超える
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■外食産業の雇用状況について■ 
＜外食産業で働く人の年代別構成＞ 
従業者は３０歳未満が６割近くを占める 
従業員の年齢構成比を見ると、２０歳未満が１５．４％、２０～３０歳未満４２．４％、３０～４０歳未満２１．２％、
４０～５０歳未満１１．５％、５０～６０歳未満７．６％、６０歳以上１．９％となっており、
３０歳未満だけで５７．８％を占めている。外食産業は比較的若い人が働く場が多い。

 

 ＜従業者に占めるパート・アルバイトの割合＞ 
パート化率は全業態平均で９１．１％
外食産業は、人が人に対してサービスする労働集約型産業。
多くの人手が必要で有り、その支え手として店舗で働く人は、圧倒的にパートタイマーやアルバイトが多い。
従業者に占めるパート・アルバイトの割合では、全業態トータルで９１．１％と９割を超えている。
業態別では、ファーストフードが９４．８％、ファミリーレストラン９１．１％、パブ／居酒屋８３．８％、 
ディナーレストラン８２．３％、喫茶８８．６％となっており、ファーストフードやファミリーレストランでのパート化率が高い。 
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従業者に占める外国人の割合（外食産業全体）外食産業全体の外国人雇用状況
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＜外国人労働者の雇用＞ 
従業者に占める外国人の割合は２．２％
外国人を従業者として雇用している外食企業は７７％に上っている。
全従業者に占める外国人の割合は全体で２．２％であるが、企業によっては店舗で働く従業者の半分以上が
外国人というところもある。外国人雇用が多いのは居酒屋の業態で、平均で１１．７％を占めている。
人手不足が拡がっており、今後、外国人雇用が増える見通しだ。

 

 ＜人手不足の状況＞ 
従業者の充足率は８割強、働き手２割不足 
小売・サービス業などで人手不足感が拡がりつつあるが、パート化率の高い外食産業では深刻な問題となっている。
必要な人数に対してどれだけの人員が確保されているかという従業員充足率を１００％とすると、
外食産業全体で ８１．７％と約２割ほど下回り、厳しい状況である。正社員の採用、パート・アルバイトの確保とも
企業側の予定を大きく下回っている。


